
 

 中小企業の外国人従業員に対する研修等支援 

助成金交付要綱 

 

令和４年５月 31 日 ４産労雇就第 350 号 

令和４年 10 月 17 日 ４産労雇就第 821 号 

令和５年２月 14 日 ４産労雇就第 1244 号 

 

（通 則）  

第１条 中小企業の外国人従業員に対する研修等支援助成金（以下「助成金」と

いう。）の交付については、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則

第１４１号。）及び東京都補助金等交付規則の施行について（昭和３７年１２

月１１日付３７財主調発第２０号副知事依命通達。）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。  

 

（目的）  

第２条 本助成金は、中小企業等の外国人従業員に対する日本語教育研修等の実

施に係る経費を助成することにより、企業における外国人従業員の定着を促進

することを目的とする。  

 

（定 義）  

第３条 この要綱における定義は次の各号に定めるところによる。  

（１）中小企業等  

中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企

業者で常時使用する従業員の数が２名以上の法人又は個人をいう。  

（２）中堅企業  

常時使用する従業員の数が 51 名以上 999 人以下の法人又は個人をいう（ただ

し、中小企業等を除く）。  

 

（助成事業者）  

第４条  次の各号に掲げる要件をすべて満たす中小企業等及び中堅企業を支援

の対象とする。ただし、知事が適当でないと認める場合は、この限りではない。  

（１）  都内に本社又は主たる事業所があること。  



 

（２）  外国人雇用状況届を適正に届け出ていること。  

（３）  過去５年間に重大な法令違反等がないこと。  

（４）  労働関係法令について、次のアからキを満たしていること。  

ア 従業員に支払われる賃金が、就労する地域の最低賃金額（地域別、特定

   （産業別）最低賃金額）を上回っていること。  

イ 固定残業代等の時間当たり金額が時間外労働の割増賃金に違反していな

   いこと、また固定残業時間を超えて残業を行った場合は、その超過分につ

   いて通常の時間外労働と同様に、割増賃金が追加で支給されていること。 

ウ 法定労働時間を超えて労働者を勤務させる場合は、「時間外・休日労働に

   関する協定（  36 協定）」を締結し、遵守していること。  

エ 労働基準法に定める時間外労働の上限規制を遵守していること。  

オ 労働基準法第  39 条第７項（年次有給休暇について年５日を取得させる

   義務）に違反していないこと。  

カ 厚生労働大臣の指針に基づき、セクシュアルハラスメント等を防止する

   ための措置をとっていること。  

キ その他労働関係法令について遵守していること。  

（５）  法人事業税及び法人都民税（個人事業主の場合は、個人事業税及び個人

都民税）の未納付がないこと。  

（６）  「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）」第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する

性風俗関連特殊営業、同条第 11 項に規定する特定遊興飲食店営業、同条

第１３項に規定する接客業務受託営業及びこれらに類する事業を行って

いないこと。  

（７）  暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下

「条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）に該当しない

こと。  

（８）  代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力団員等（条

例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関

係者をいう。）に該当する者がいないこと。  

（９） 様式第２の誓約書記載の事項について誓約できること。  

 

（助成金の交付対象）  



 

第５条 助成金は、助成事業者が別表１に掲げる助成事業を実施するために必要

な経費であって、別表２に掲げる経費（以下、「助成対象経費」という。）のう

ち、知事が必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内において交付す

る。 

２ 前項の助成対象経費の算定に当たり、助成事業の実施において寄付金その他

の収入が生じる場合は、助成対象経費からその収入金額を差し引いた金額を助

成金の交付対象とする。  

  

（助成対象外国人従業員）  

第６条 助成金の対象となる外国人従業員（以下「外国人従業員」という。）は、

次の全ての要件を満たさなければならない。なお、第３条に規定する中小企業

等又は中堅企業に助成事業実施期間中に継続して直接雇用されている、都内

の事業所に勤務する従業員で、ウクライナ避難民証明書を持ち、就労可能な在

留資格を持つ者（以下「ウクライナ避難民」という。）は対象とする。  

（１）第３条に規定する中小企業等に助成事業実施期間中に継続して直接雇用さ

れている従業員で、令和５年２月１４日時点で、出入国管理及び難民認定法

（昭和 26 年政令第 319 号）（以下、「入管法」という）別表第１の２に規定

される在留資格のうち「高度専門職」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、

「医療」、「研究」、「教育」、「企業内転勤」、「興行」、「介護」以外の在留資格

をもつ者。ただし、令和５年２月１５日以降に入管法が改正され、別表第１

の２に新たな在留資格が追加された場合、その在留資格は本助成金の対象外

とする。  

   

（２）常時勤務する事業所の所在地が都内である者。  

 

（助成対象期間）  

第７条 助成対象期間は、知事が別途定める期間のとおりとする。  

  

（助成金の交付申請）  

第８条  助成金の交付を受けようとする助成事業者は、様式第１号による助成金

交付申請書及び様式第１号の２から５に定める書類、様式第２号を別表第３

（１）に定める書類及び別途募集要項に定める書類と併せて知事に提出しなけ



 

ればならない。なお、申請は別途募集要項に定める申請受付期間において、助

成事業者ごと 1 回限りとする。  

 

（交付決定）  

第９条  知事は、前条により交付の申請があった場合は、その内容を審査の上、

適当と認めたときは、助成金の交付決定を行い、交付決定通知書（様式第３号）

により、当該交付決定の内容及びこれに付した条件について、助成事業者に通

知する。また、交付しないと決定したときは、その旨を不交付決定通知書（様

式第３号の２）により事業者宛てに通知するものとする。  

 

（申請の撤回）  

第１０条 知事は、前条の規定により通知をする場合において、助成事業者が交

付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、当該通知受領後１

４日以内に申請の撤回をすることができる旨を通知する。  

２ 助成事業者から、前項による申請の撤回があった場合は、当該申請に係る助

成金の交付決定はなかったものとみなす。  

３ 助成事業者は、第１項に規定するほか、交付決定より前に申請を取り下げよ

うとするときは、遅滞なく交付申請取下げ届出書（様式第４号）を知事に提出

しなければならない。  

４ 前項により申請の取下げがあった場合は、申請回数には含まないものとする。 

 

（助成事業の内容又は経費の配分の変更等）  

第１１条 助成事業者は、次のいずれかに該当する場合には、あらかじめ様式

第５号による助成事業変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。  

（１） 助成事業の内容を著しく変更しようとするとき。  

（２） 前号に規定するもののほか、助成金の交付決定をする際に、知事が特

に条件を付した場合において、その条件に反して事業の内容を変更する

とき。  

２ 知事は、前項による申請があった場合にはその内容を審査の上、適正と認め

られるときは、これを承認し、様式第５号の２により、助成事業者に通知する

ものとする。  

 



 

（助成事業の中止）  

第１２条 助成事業者は、助成事業を中止しようとするときは、あらかじめ様式

第６号による助成事業中止承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。  

２ 知事は、前項による申請があった場合にはその内容を審査の上、適正と認め

られるときは、これを承認し、様式第６号の２により、助成事業者に通知する

ものとする。  

 

（助成事業遅延等の報告）  

第１３条  助成事業者は、助成事業を予定の期間内に完了することができない

と見込まれるとき又は助成事業の遂行が困難になったときは、速やかに様式

第７号による助成事業事故（遅延）等報告書を知事に提出し、その指示を受け

なければならない。  

 

（遂行命令等）  

第１４条 知事は、助成事業の円滑適正な執行を図るため必要があると知事が認

めるときは、助成事業者に対して助成事業の遂行状況の報告を求めることがで

きる。  

２ 助成事業者は、前項の規定に基づき、遂行状況の報告を求められたときは、

様式第８号を知事に提出しなければならない。  

３ 知事は、前項の規定に基づき提出された様式第８号により、助成事業が第９

条の交付決定の内容及び条件に適合しないと認めるときは、それらに従って助

成事業を遂行すべきことを命じることができる。  

 

（実績報告）  

第１５条 助成事業者は、助成事業が終了したときは知事が別途定める日までに

様式第９号による実績報告書及び様式第９号の２から６に定める書類を別表

３（２）の書類と併せて知事に提出しなければならない。  

 

（助成金の額の確定）  

第１６条 知事は、前条の規定による実績報告を受けた場合には、実績報告書等

の書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る助成事業の

実施結果が助成金の交付決定の内容（第１１条に基づく承認をした場合は、そ



 

の承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付す

べき助成金の額を確定し、様式第１０号により助成事業者に通知するものとす

る。 

 

（助成事業の検査等）  

第１７条 知事は、助成事業の適正を期するために必要があるときは、助成事業

者に対し報告を求め、又は東京都職員を事業場に立ち入らせて帳簿書類その他

物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。  

 

（是正のための措置）  

第１８条 知事は前条の規定による検査の結果、助成事業の成果が交付決定の内

容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるため

に必要な措置を命ずることができる。  

 

（助成金の支払）  

第１９条 助成事業者は、第１６条により通知を受けた場合において、助成金の

支払を受けようとするときは、助成金請求書（様式第１１号）を知事に提出し

なれければならない。  

２ 知事は、前項により助成金の支払の請求があった場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、速やかに支払うものとする。  

 

（交付決定の取消し）  

第２０条 知事は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金

の交付決定の全部又は一部を取り消し、又はこの交付決定の内容若しくはこれ

に付した条件を変更することができる。  

（１）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき、又は受けようと

したとき。  

（２）助成金の交付決定の内容、これに付した条件、その他法令又はこの要綱に

違反したとき。  

（３）廃業、倒産等により助成事業の実施が客観的に不可能となったとき。  

（４）交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使

用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに



 

至ったとき。  

（５）その他知事が不適切と認める事項に該当したとき。  

２ 前項の規定は、助成事業について交付すべき助成金の額の確定があった後に

おいても適用する。  

 

（助成金の返還）  

第２１条 知事は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合におい

て、助成事業の当該取消しに係る部分に関し、既に助成事業者に助成金が支払

われているときは、期限を定めてその返還を命じる。  

 

（違約加算金及び延滞金の納付）  

第２２条  知事が第２０条の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取

り消した場合において、前条の規定により助成金の返還を命じたときは、助成

事業者は、当該命令にかかる助成金を受領した日から返還の日までの日数に応

じ、当該助成金の額（一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既返還額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違

約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。  

２ 知事が助成金の返還を命じた場合において、助成事業者が定められた納期日

までにこれを納付しなかったときは、助成事業者は、納期日の翌日から納付の

日までの日数に応じ、その未納付額につき、年１０．９５パーセントの割合で

計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。  

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５

日の割合とする。  

 

（違約加算金の基礎となる額の計算）  

第２３条 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、助

成事業者の納付した金額が返還を命じた助成金の額に達するまでは、その納付

金額は、まず当該返還を命じた助成金の額に充てる。  

 

（延滞金の基礎となる額の計算）  

第２４条 第２２条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返

還を命じた助成金の未納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以



 

降の期間に係る延滞金の基礎となる未納付額は、その納付金額を控除した額に

よるものとする。  

 

（助成金の経理等）  

第２５条 助成事業者は、助成事業に係る経理について収支の事実を明らかにし

た証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を交付決定のあった日の属する会計

年度の終了後５年間保存しなければならない。  

 

（非常災害の場合の措置）  

第２６条 非常災害等による被害を受け、事業の遂行が困難となった場合の助成

事業者の措置については、知事が指示するところによる。  

 

（消費税等に係る税額控除の申告及び助成金の返還）  

第２７条 助成事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る  

消費税及び地方消費税に係る仕入税額控除が確定した場合  （仕入税額控除が

０円の場合を含む。）は、「消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書」

（様式第１２号）により速やかに知事に報告しなければならない。  

 ２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずる。  

 

（その他）  

第２８条 助成金の交付に関するその他必要な事項は、知事が別に定める。  

 

附 則  

この要綱は、令和４年５月 31 日から施行する。  

 

附 則  

この要綱は、令和４年 10 月 17 日から施行する。  

 

附 則  

この要綱は、令和５年２月 14 日から施行する。  

  



 

別表１（助成対象事業） 

助成対象事業  助成額  助成限度

額 

助成対

象企業  

①一般コース  

 日本語能力試験概ね N2 レベル以下の外

国人従業員（ウクライナ避難民を除く）を

対象としたビジネスに必要な日本語教育

等で以下の内容。ただし、（３）及び（４）

の単体実施は不可。（１）又は（２）と組み

合わせて実施する必要がある。  

 

（１）日本語教員による日本語教育  

 

（２）日本語教材の作成（日本語教員が作

成したものに限る）  

 

（３）ビジネスマナー講座  

 

（４）異文化理解に係る講座  

 

※助成対象外の経費は別表のとおり  

助 成 対 象

経 費 の ２

分の１  

２５万円  中 小 企

業等 

②ウクライナ避難民採用企業コース  

 日本語能力試験概ね N2 レベル以下のウ

クライナ避難民を対象としたビジネスに

必要な日本語教育等で以下の内容。ただ

し、（３）及び（４）の単体実施は不可。（１）

又は（２）と組み合わせて実施する必要が

ある。  

 

（１）日本語教員による日本語教育  

 

（２）日本語教材の作成（日本語教員が作

成したものに限る）  

 

（３）ビジネスマナー講座  

 

（４）異文化理解に係る講座  

 

※助成対象外の経費は別表のとおり  

助 成 対 象

経費の 10

分の 10 

５０万円  中 小 企

業 等 及

び 中 堅

企業 

※②の助成対象には、以下の企業も含む。  

・医療法人、社会福祉法人、学校法人等法人税法（昭和４０年法律第３４号）別

表２の「公益法人等」に該当するもの  

なお、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用について公益法人等とみ



 

なされる、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項で定め

る特定非営利活動法人を含む。ただし、次の（ア）から（ウ）のいずれかを満たす

ものは除く。  

（ア）同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主目的とするも

の  

（イ）特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済

等を主目的とするもの  

（ウ）後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの  

・法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第３の「協同組合等」に該当するもの  

 

  



 

別表２（助成対象経費） 

科 目  内訳  

報償費  日本語教員への報酬、謝金など  

消耗品費  教材費等１０万円未満の物品などの購入費  

旅費  日本語教員の旅費  など  

印刷製本費  日本語教材印刷費  など  

委託料  日本語教育の外部委託費  など  

使用料及賃借料  研修会場等の使用料  など  

 

 

  



 

対象外経費  

（１）  別表1（1）のうち以下の内容  

(ア) 日常会話の習得を目的とした講座  

(イ) 日本語能力試験等の日本語資格取得を目的とした講座の授業料や受験料等  

(ウ) カリキュラム等の総受講時間が 50時間に満たないもの  

(エ) カリキュラム等の総受講時間が 50時間以上であるが、欠席等により受講生

の総受講時間が 50時間に満たないもの  

(オ) カリキュラムの総受講時間が 50時間以上かつ受講生の総受講時間が 50時間

以上であっても、欠席等によりカリキュラム等の総受講時間を受講できな

かった場合、その欠席分  

（２）  別表1（2）のうち以下の経費  

 （ア）日常会話の習得を目的としたもの  

（イ）日本語能力試験等の日本語資格取得を目的とした講座の授業料や受験料等  

（ウ）教材の想定学習時間が50時間に満たないもの  

（３）別表1（3）及び（ 4）のうち以下の経費  

（ア）別表1（1）又は（ 2）と併せて実施していないもの  

（イ）カリキュラム等に記載された総受講時間のうち欠席した分  

（４）日本語教育機関への入学に係る選考料や施設費  

（５）間接経費（振り込み手数料、交通費（日本語教員の出張旅費を除く。）、日当、

飲食費及び収入印紙等）  

（６）契約書、領収書及び振込明細書等の帳票類が不備なもの  

（７）使途、単価及び規模等の確認が不可能なもの  

（８）この助成金以外の他の事業に要した経費と明確に区分できないもの  

（９）通常業務・取引と混在して支払いが行われているもの  

（１０）他の取引と相殺して支払いが行われているもの  

（１１）合理的理由なく、親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のあ

る会社、役員を兼任している会社、代表者の親族（３親等以内）が経営する

会社等）、代表者の親族との取引であるもの  

（１２）助成対象期間の前に開始した事業に係るもの。ただし、助成対象期間の前に

開始した事業であっても、その一部が、内容や経費等の面から明確に助成対

象期間の前の部分と区別できる場合には助成対象期間の部分に関し、対象と

する。  

（１３）助成対象期間内に終了していない事業に係るもの。ただし、助成対象期間の

後に続く事業であっても、その一部が、内容や経費等の面から明確に助成対

象期間の後の部分と区分できる場合には対象とする。  

（１４）法令等で義務付けられ、当然整備すべきとされている制度の策定・実施等に

係るもの  

（１５）同一の事由で国、都又は区市町村等から給付金や助成金を受けている場合の

取組内容の経費  

（１６）雇用する従業員が負担した経費  

（１７）上記各号のほか、社会通念上、助成が適当でないと知事が判断したもの  

 

  



 

別表３（添付書類）  

項目  提出書類  

（１）申請時  

①印鑑証明書  

②商業・法人登記簿謄本  

③法人事業税・法人都民税の納税証明書  

④会社概要  

⑤助成対象外国人従業員の労働条件通知書、雇用契約書（日本

語による最新のもので本事業の対象全員分）等（本事業の対

象全員分）  

⑥日本語教育等のカリキュラムの総受講時間数や内容が確認

できる書類  

⑦助成対象外国人従業員の在留資格を証明する書類（在留資格

カードの写し等）  

⑧見積書等の申請額を積算した根拠書類  

⑨その他知事が必要と認める書類  

（２）実績報告時  

①領収書の写し等の実績報告額を積算した根拠書類  

②修了証書、受講証明書等  受講履歴が分かる書類  

（助成対象事業（２）の場合、作成した日本語教材の内容が

分かる書類）  

③その他知事が必要と認める書類  

 


